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1．研究の背景と目的 

現在，消波ブロック堤は Hudson 式によって算出

される安定質量を用いて設計されており，消波ブロ

ックの安定性の評価は可能である．しかし，消波ブ

ロックのその他の水理機能（伝達率，反射率，越波

量など）は，現行の設計法では消波ブロックの種類

ごとに直接評価する必要がないとされているのが現

状である．その結果，安定性しか考慮せず，費用を

削減するために使用コンクリート量を減らした空隙

率の高い消波ブロックが開発されつつある．この空

隙率が高い消波ブロックが水理機能を果たしている

のかを明確にして使用していかなければならない． 

そのため，消波ブロックごとの水理機能を明示し，

評価することで，消波ブロック堤の合理的な設計を

行う必要があると考えられる． 

そこで，本研究では，空隙率が異なる 2 種類の消

波ブロックの水理特性として傾斜堤の反射率および

伝達率を水理模型実験により測定し，反射率および

伝達率を空隙率と関連付けて評価することを目的と

する． 

2．既往の研究 

傾斜堤の波高伝達率算定法に関する実験的研究

(竹田ら)では，3種類の消波ブロックを用いた実験

から，Ktと波形勾配 Hi/Liとの関係は次のように表

された． 

𝐾𝑡 =
1

(1 + 0.32𝐾𝐴
0.75√𝐻𝑖 𝐿𝑖⁄ )2

⋯⋯⋯⋯⋯(1) 

𝐾𝐴 =
𝐴(1 − 𝜀)

𝑉
𝐵⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯(2) 

A: ブロック 1個の表面積 

V: ブロック 1個の体積 

ε:  ブロック間の空隙率 

B: 図-1 参照 
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3．水理模型実験 

 実験水路と堤体，波高計の位置関係は図-2に示

す． 

 

 

 

 堤体には，表 1に示すブロックⅠ，ブロックⅡの 2

種類の消波ブロック模型を用いた．堤体断面図を図

-3，図-4に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ブロックの模型諸元は表-1に示す．実験縮尺は

1/75 を想定する． 

表-1 模型諸元 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-1 堤体模型断面図 

図-2 実験水路断面図 

図-3 堤体断面図(ブロックⅠ) 

図-4 堤体断面図(ブロックⅡ) 
1) 

2) 
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 実験波浪は以下に示す不規則波とした． 

・波浪スペクトル：修正 Bretschneider-光易型 

・有義波周期：T1 3⁄ =1.2s，1.5s，1.8s 

・有義波高：H1 3⁄ =4～12cm (2cmピッチ) 

4. 実験結果 

 実験波浪(15 ケース)をブロックⅠおよびブロックⅡ

にそれぞれ 2 回ずつ当てて伝達波高および反射波高

の測定を行い，その測定の平均値を伝達波高 Ht，反

射波高 Hrとする．それらを無堤状態での堤体前面位

置の波高 Hiで除したものが伝達率 Kt(=Ht/Hi)，反射

率(=Hr/Hi)である．伝達率の測定結果を図-5に，反射

率の測定結果を図-6に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 波形勾配が小さい波においては，空隙率の小さい

ブロックⅡの方がブロックⅠに比べて伝達率が低く，

波形勾配が大きい波においては伝達率の差はあまり

見られないことが分かった．波形勾配が大きい Case

は，越波が見られたので，天端高が低く越波の影響を

受けやすいブロックⅡの伝達率がその分大きくなっ

たと考えられる． 

反射率は伝達率と比べるとブロックⅠとブロックⅡ

の差が顕著に表れた．空隙率の小さいブロックⅡの方

が反射率は大きくなることが分かった． 

 式(1)にブロックⅠとブロックⅡの模型諸元と本研究

の実験条件を代入(ブロックⅡについては 136.6g のも

のを代入)して，波形勾配と伝達率の関係を表した図

に本研究の測定結果を重ねたものを図-7に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブロックⅡは既往の研究と本研究はほぼ一致して

いるが，ブロックⅠはずれが生じた．ブロックⅠは表面

積が大きい形状をしており，KD値も 20と大きく，噛

み合わせの良い形状になっている．そのためブロッ

クとブロックが接している部分の面積も大きくなる

ので，ブロック 1個の表面積 A が伝達率の低下に十

分には寄与せず，ずれが生じたと考えられる． 

5．結論 

（1）ブロックⅠとブロックⅡの伝達率と反射率は図-5，

図-6に示した通りであり，水理特性の把握に役

立つものとなった． 

（2）空隙率の異なる消波ブロックでは伝達率と反射

率は異なる値となり，越波が生じない範囲の波

に対しては空隙率が小さい方が伝達率も小さ

くなった．反射率は，すべての波に対して，空

隙率が小さい方が値が大きくなった． 

（3）伝達率算定式(1)はブロックⅡに対しては精度よ

く算定できた． 

(4) 本研究で消波ブロックの種類ごとに伝達率と反

射率が異なることが示されたので，現行の設計

法にこれを反映し，より合理的な設計を行うこ

とが望まれる． 
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図-5 伝達率と波形勾配 

図-6 反射率と波形勾配 

図-7 本研究と既往の研究の関係 
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